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委19r3・三

　　　　　「宇宙協発計画（昭和51年度決定）」の見直しに

　　　　　関する計画部会の審議結果について（報告）

　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和52年8月4日

　　　　　　　　　　　　　　　　　宇宙開発委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計画部会　　　1

　計画部会にお・いて懲、昭和52年7月6日宇宙謝発委員会決定

「宇翻発計画の趨し燗銘審謙ついて」眼づき、「宇

宙開発計画（昭和51年度決定）」　（以下「計画」という。）の

見直しのための審談を行ってきたが、その検討結果をとりまとめ

たの’ﾅ報告する。

　左お・本年度は・上記決定の趣旨に沿い、特に、昭和55年度

における宇宙開発関係経費の見積り方針に反映させる必要がある

事項に重点を置いて検討を行ったものであるが、関係省庁の要望

事項には・実用衛星を含む多数の人工衛星の打上げ構想があり、

ζれらに対処するためには、年間打上げ可能数を制約する諸条件

の改善・実用衛星の取扱い等についても別途検討する必要がある。
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1　計画め改訂を要する事項　　　　，

　1．・開発

　（1）　第8号科学衛星（ASTRO－B）．の打上げ目標年度の変更

　　　第4号科学衛星（CORSA－b）の設計変更及び機能追加

　　に伴い、同衛星の打上げ目標時期を昭知55年度の8～9

　　月評から同年度の1～2月跨に変更する必要があるため、

　　同衛星の観測成果をもとに開発を行う予定あ第8号科学衛

　　星（ASTRO「B）の打上げ目襟年慶を昭和与6年度から昭

　　和57年度に変更する。　　　　　　．！

　（2＞材料実験システムの開発

　　　宇宙領脚を利用した材料実験システムを確立するため、

　　材料試験用の小母ロケットとしてTT－50σ型ロケット

　　の一部改修及び搭載実験装置の開発を行うとともに、さら

　　に軌道実験用モジュールの研究を行う。

　　　また、小型ロケット実験及び軌道実顧を行うための幅広

　　い基礎研究も併せ行う。

　（3）　Nロケット7号機の開発

　　　測地衛星（GS）・は、現在開発研究を行っているが、ロ・

　　ケットρ製作期闇等にかんがみ園同衛星を打ち上げるため

　　のNロケット7号機の開発を行うb

字・研究

　（1）　測地衛星（GS）の打上げ目標年度

　　　’測地衛星（GS）についそは、日本測地原点の確立、離

　　島位置の決定・国内測地三角網の規正等を図るたあ、その

●

■



㌔

●

●

　　早期打上げが要望されているが、現在の開発研痴の進捗状況等

　　にかんがみ、昭和57年度に打ち上げることを目標に引き続き

　　開発研究を行う。

　（2）海洋観測衛星1号（MOS－1）の開発研究

　　　海表面の色及び温度を中心とした海洋現象の観測を行い・地

　’球観測のための人工衛星に共通な技術の確立を図ることを目的

　　とした海洋観測衛星1号（MOS－1）について、所要の開発

　　研究を行う。’

　　　また、リモートセンシングデー’タの解析技術の開発及び利用

　　　ための研究も併せ行う。

（3）静止スピン型技術試験衛星の研究

　　　静止ス’ピン型衛星を用いる各種宇宙システムに共通して使用

　　できる標準型の衛星を開発することを目的とした衛星の研究を

　　行う。

　　　なお・この衛星についてはト海上通信宕罎システム及び航行

　　衛星システムの実嵌を行いうる多目的衛星として圓係の伽穽。

　　開発機関が協力して研1究を行うものとする。

（4｝　ロケットに関する技術の研1究

　　　ロケットの性能向上及び困産化の促進を図るためエンジンの

　　アブレーテイブ化その他の所要の研究を行う。

3．先行研究』

　超低高度への軌道変換が可能な衛星の技術について研究を行う。

♂

4

皿　計画の改訂を要しな吟事項

　　次のものについては、当面計画の改訂は必要ではないと考え

　るが、以下の審議結果を踏まえて、引き続き研究を行う。

’（1）竃離層観測衛星2号及び電波観測衛星

　　　電離屡観測衛星2号の要望に関しては、竃離層観測衛星

　　（エSS－b）の成果をみたうえで、他の人工衛星の開発計

　　画との関速を考慮しつつ、計画を考えていく必要がある。

　　　電波観測衛星の要望に関しては、電離層観測衛星及び他の

　　リモートセンシングの分野の人工衛星との関連を十分考慮し

　つつ、搭載機器等の研｛究を行う。

（2）通信技術衛星

　　通信技術衛星の要望に関しては、衛星相互薗のデータ中継

　のたφの通信技術は将来必要となると考えられるのでこの分

　野の搭載機器等の伽穽を行う。

　　なお＼追跡管制のための衛星開発構想との関連についても、．

　今後検討する必要がある。　　　　　　　　　　　’

（3）海上三下技術衛星及び実験用航行衛星

　　・海上通賃技術徽星及び実験用航行衛星の要望に回しては・

　技術的に共通な部分が多く、また、これら両システムの実験

　には、上記の静止：スピン型技術試験衛星を活用することも可

　能と考えられるので、効率的左宇宙焼1発を進めるために、こ

　れら5衛星のミッションを総合した共同の衛星システムの可

　能性を検討するとともに搭載機器等の研究を行う。
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